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篠山市のマスコットキャラクター「まるいの」のガールフレンド「まめりん」が、 

着ぐるみになって登場。子どもたちに大人気です 
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１ 財政規模

平成２７年度 当初予算

区　　　　　分 平成２７年度 平成２６年度 増減額 増減率

一般会計 213億4,400万円 215億5,600万円 △2億1,200万円 △1.0％

特別会計〔７会計〕 133億8,888万円 125億2,921万円 8億5,967万円 6.9％

公営企業会計〔２会計〕 30億6,678万円 32億2,673万円 △1億5,995万円 △5.0％

合　　　　　計 377億9,966万円 373億1,194万円 4億8,772万円 1.3％

平成２７年度の一般会計の予算規模は、２１３億４，４００万円（対前年度比２億１，２
００万円、１．０％の減）となっています。この減額の要因は、味間認定こども園整備事業
で６億４，７８７万円の増など増額要因はあったものの、２月に市長選挙があり新規事業を
計上せず骨格予算として予算編成したこと、篠山小学校耐震補強工事の完了や市債の償還元
金などの減額分が上回ったことが要因です。
次に特別会計の予算規模は、国民健康保険特別会計、下水道事業特別会計などの増により

１３３億８，８８８万円（対前年度比８億５，９６７万円、６．９％の増）となっていま
す。
２つの企業会計の予算規模は、３０億６，６７８万円（対前年度比１億５，９９５万円、

５．０％の減）となっています。
以上、全会計を合わせた平成２７年度篠山市当初予算（骨格）の規模は、一般会計および

公営企業会計は減となっているものの、特別会計の増の影響から３７７億９，９６６万円
（対前年度比４億８，７７２万円、１．３％の増）となっています。

　平成２７年度当初予算は、平成２７年２月に市長選挙が行われたことから「骨格予算」と
し、義務的な経費や継続的事業を中心に予算計上し、新規事業や投資的事業などの政策的経
費は計上せずに編成しています。政策的経費は、補正予算として６月議会（予定）に上程
（肉付け)する予定です。
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２　一般会計予算の概要

                              前年度比＋2億255万円
地方譲与税（地方揮発油譲与及び自動車重量譲与税）対前年度比
942万円、3.8％の減となり、地方消費税交付金をはじめとする6つの県税
交付金は対前年度比2億1,280万円、31.6％の増、特に地方消費税交付
金は、消費税率引上げの影響により対前年度比2億1,807万円、46.3％
の増となっています。

歳　　　入
構成比

市税 49億693万円　前年度比△9,420万円

個人市民税は対前年度比1,348万円、0.8％の増、軽自動車税は税制
改正により対前年度比1,177万円、10.3％の増、入湯税は対前年度比
130万円、4.6％の増と見込まれますが、固定資産税は固定資産評価替
えの影響で対前年度比9,391万円、3.6％の減、たばこ税は健康志向に
より対前年度比1,109万円、4.1％の減と見込まれます。

地方譲与税・交付金等 11億5,279万円

                              前年度比＋641万円

23.0%

5.5%

37.2%

4.2%

6.9%

6.9%

8.3%

5.7%

2.3%

財産収入、寄附金、繰越金、諸収入 5億999万円

県支出金 14億6,803万円　前年度比＋2億550万円

国庫支出金 14億7,607万円

                              前年度比△2億8,253万円
国庫負担金では、保育所運営費負担金が対前年度比6,899万円の
減、国庫補助金では、臨時福祉給付金給付事業補助金や子育て世帯
臨時特例給付事業補助金により対前年度比1億4,155万円の減、学校施
設環境改善交付金が対前年度比1億6,586万円の減となりました。

財政調整基金は、12億300万円、味間認定こども園整備事業などに充
てるため公共施設整備基金を4億1,046万円繰入しています。

市債 12億1,688万円　前年度比△3億4,033万円

篠山小学校耐震工事の完了により全国防災事業債が4億3,660万円の
皆減、臨時財政対策債が対前年度比1億5,943万円減の7億9,888万円と
なりました。

地方交付税 79億3,000万円

                              前年度比△1億7,000万円
基準財政需要額では、地方財政計画の伸び率で個別及び包括算定
経費で減となる一方、支所に要する経費、消防費、清掃費の算定方法
の見直し及び地方創生に取り組むために創設される「人口減少等特別
対策事業費」で、基準財政需要額全体として増、基準財政収入額も地方
消費税交付金の増などにより全体として増となり、結果、普通交付税とし
ては70億6,000万円、対前年度比1億7,000万円、2.4％の減を見込んで
います。特別交付税については、8億7,000万円で、前年度と同額を見込
んでいます。

県負担金では施設型給付負担金が4,713万円の皆増など、県補助金
では、多面的機能支払交付金事業補助金が2億978万円の増など、県委
託金では国勢調査費委託金が1,682万円の増となりました。

繰入金 17億7,606万円　前年度比＋2億7,447万円

分担金及び負担金、使用料及び手数料

         9億725万円　　　前年度比△1,387万円

市税 
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国勢調査費で1,706万円、県議会議員選挙費で1,355万円等が増とな
りましたが、6月補正に計上予定のふるさと篠山に住もう帰ろう運動推進
事業で4,875万円の減をはじめ、昨年度は社会保障・税番号制度導入の
ため増加していた電子計算費が2,673万円の減、市長選挙費で2,581万
円の皆減、昨年度空調更新工事のあった西紀支所費で1,764万円等が
減となりました。

民生費 58億487万円　前年度比＋5億915万円

臨時福祉給付金給付事業で5,453万円、子育て世帯臨時特例給付金
事業で2,666万円、障害者総合支援法給付事業で3,226万円等が減とな
りましたが、味間認定こども園整備事業で6億4,787万円の大幅な増、放
課後児童対策事業で3,453万円や生活保護措置事業で2,223万円等が
増となりました。

農業集落排水事業特別会計繰出金で1,606万円の減、森林里山利活
用事業で1,213万円等が減となりましたが、多面的機能支払交付金事業
で2億1,183万円、ぬくもりの郷木質バイオマスボイラー・太陽光発電設備
等導入工事などによる新エネルギー・省エネルギー事業費で9,513万円
の皆増、ため池等整備事業で7,127万円等が増となりました。

土木費 18億775万円　前年度比＋182万円

8.3%

衛生費 21億2,151万円　前年度比＋1億548万円

火葬炉耐火材全面修繕による斎場運営管理費が2,176万円の増、塵
芥収集費で1,619万円、予防費で1,573万円等が増となりました。

農林水産業費 17億6,872万円

                              前年度比＋4億1,144万円

9.6%

構成比

総務費 20億5,427万円　前年度比△1億3,350万円歳　　　出

27.2%

9.9%

3.5%

18.5%

11.5%

議会費,労働費,商工費,諸支出金,予備費

公債費 39億4,365万円　前年度比△3億2,413万円

市債の通常償還分元金が2億7,169万円、利子が5,245万円の減となり
ました。

教育費 24億4,427万円　前年度比△6億7,971万円

四季の森生涯学習センター空調設備更新工事により中央公民館管理
費で2,917万円の増、幼稚園管理費で1,286万円等が増となりましたが、
篠山小学校耐震補強工事完了による耐震補強事業が6億1,284万円の
皆減、城東公民館の外壁塗装工事等の完了による城東分館管理費で
3,133万円が減となりました。

8.5%

消防費 7億4,715万円　前年度比△4,182万円

昨年度消防車購入を計上していた常備消防費で4,793万円の減、非
常備消防施設管理整備費で517万円等が減となりました。

3.0%          6億5,181万円　　　前年度比△6,073万円

河川総務費で1,749万円、市単独事業で649万円等が減となりました
が、市営住宅管理費で1,558万円、河川維持修繕事業で832万円等が
増となりました。
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定住アドバイザー、空き家活用の充実、篠山暮らし案内所 
 

 市内１９のまちづくり地区ごとに定住アドバイザーを配置し、地域の協力を得ながら空き家の掘り起しや地域

の情報収集などを行い、篠山暮らし案内所と連携し移住希望者への支援を行います。また、篠山暮らし案内所で

は、不動産事業者や建築関連事業者と連携し「空き家見学バスツアー」や「改修現場等の見学会」など空き家の

物件紹介のほか、新たに専門家による移住希望者向けの改築相談などを行い空き家活用の充実を図ります。 

 

【企画課】予算額 897万円（うち一般財源669万円・丹波篠山ふるさと基金228万円） 

ふるさと篠山に住もう帰ろう   

 ３ 主な施策 

中学３年生までの医療費無料化  
  

 子育て・教育いちばんの篠山市をめざして、中学３年生までの医療費の自己負担の無料化を行います。 

 平成２６年度から、３歳から中学３年生までの通院医療費に

ついても自己負担を撤廃することで、すべての乳幼児、こども

の医療費を無料としています。 

 平成２７年度もこの制度を継続し、子育て世代の経済的負担

を軽減し、若い人がふるさと篠山で安心して子育てできる環境

をめざし、「ふるさと篠山に住もう帰ろう」の定住促進を図っ

ていきます。 

 

【医療保険課】 予算額 1億3,884万円（うち一般財源9,822万円） 

０歳から 

中学３年生まで 

児童クラブの充実  

 放課後に小学生の子どもたちが過ごす児童クラブの利用者増加に伴い、平成２７年度から支

援員を増員します。また、空調の設置やトイレの増設など必要に応じた施設の改善を行い、子

どもたちがより安心・安全に過ごせる環境をつくります。 

 

【こども未来課】予算額1億1,417万円（うち一般財源7,177万円）  
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私立認定こども園の充実 
  

 就学前児童の幼児教育・保育を提供す

るため、平成２６年４月、私立認定こども園ささやまこ

ども園が創設されました。 

 平成２７年４月からは、富山保育園も認定こども園へ

と移行し、市内の私立保育園はすべて認定こども園とな

ります。引き続き幼児教育・保育の充実を図るため、私

立認定こども園への支援を行います。 

 

【こども未来課】  
予算額 2,068万円 
（うち一般財源1,188万円） 

味間認定こども園整備事業 
 

 現在、味間幼稚園はすみよし園とおとわ園の

２か所に分かれて設置しており、また園児数が

今後も増加していく見込みです。平成２６年度中に検討

してきた味間認定こども園の整備の方針に基づき、平成

２７年度から新たな土地への移転・集約をして整備を行

い、平成２８年度からの運営開始を目指し整備を進めて

いきます。 

 

【こども未来課】 

予算額 6億4,787万円（うち一般財源14万円、公共施

設整備基金3億8,503万円） 

学校施設の改修 
 
学校施設については、毎年度必要な

ところから計画的に改修を行っています。 

平成２７年度は篠山養護学校の空調設備の改修

を行います。 

 

【学事課】 

予算額 2,293万円 
（うち一般財源 233万

円）  

学力の向上  

 
 篠山の子どもたちの学力を確

実に定着させるため、平成２６年度に引き続き篠

山市学力・生活習慣状況調査を実施します。今年

度は小学校４、５年生と中学校１、２年生を対象

に、国語、算数・数学に理科を加えた４教科の学

力調査、小学校４年生から中学校３年生までを対

象に学習や生活習慣など意識調査を行い、学力の

向上とともに、好ましい学習・生活習慣づくりを

進めます。また、小・中学校の問題集をデータ

ベース化し、授業や家庭学習に活用する事業を始

めます。 

【学校教育課】 

予算額596万円（うち一般財源283万円、丹波篠

山ふるさと基金313万円）  

全国の自治体とのネットワークと交流 
 篠山市と縁のある市や町と「災害時相互応援協定」を結んでおり、平成２７年度も、秋田県大館市、山形県鶴

岡市、千葉県館山市、岐阜県郡上市、岐阜県高山市、愛知県犬山市、高知県宿毛市、愛媛県愛南町の８市町との

交流を積極的に進めていきます。 

 マラソン大会への選手の相互派遣や祭りへの参加のほか、市民や団体同士の交流も大切なことから、事業者や

団体による視察や研修などへの支援、市民のみなさんによる交流都市への訪問などを支援する制度を継続しま

す。 

 

 【市民協働課】予算額 189万円（うち一般財源189万円） 

魅力あふれる美しい篠山   

創造農村 
 創造都市ネットワーク推進事業では、篠山市創造都市推進委員会を中心として、

篠山らしい創造的な農村の在り方の検討や多様な市民が集い課題に対し前向きに解

決する『場』をつくりだすなど、様々な施策のなかで創造農村の考えに基づく暮ら

しに根差した産業の育成を進めます。 

 また、同様の取組みを進める国内外の都市と連携を図るため、情報交換やセミ

ナー等に参加し交流を深めます。あわせて、国際連合教育科学文化機関（ユネス

コ）のユネスコ・クリエイティブシティーズ・ネットワークへの認定に向けて申請

を行うとともにＰＲ用のプロモーションビデオを作成し、平成27年5月に行われる上記ネッ

トワーク会議（年次総会）に参加するなど更なる取り組みを進めます。 

 

【企画課】予算額 836万円（うち一般財源314万円、丹波篠山ふるさと基金522万円） 
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丹波篠山ふるさと応援団・ふるさと大使  

 
 ふるさと納税制度による丹波篠山ふるさと応援寄付として、制度のＰＲや、継続した寄付の呼びか

けを行い、ふるさと篠山を応援いただく方からの寄付金を財源とした事業を実施し、ふるさと日本一のまちづく

りを進めます。 

 平成２５年度から１万円以上の寄付に対して新たに特産品等の記念品

を贈る制度を設け、特産品のＰＲに努めた結果、寄付件数、金額とも増

加しています。また、４月からはクレジット決済も導入し寄付しやすい

環境をととのえ、さらに今後、記念品の拡充を行うなど、篠山の魅力を

市内外に向けて発信していきます。 

 また、篠山にゆかりのある著名人の方にお願いしている丹波篠山ふる

さと大使にも積極的に「日本一のふるさと丹波篠山」のＰＲをしていた

だけるよう事業を進めます。 

 さらに、スポーツや文化活動において近畿、全国レベルで活動する個人や団体に対し奨励金を支給し、ふるさ

と篠山の積極的なＰＲを図ります。 

 

【企画課】予算額 315万円（うち一般財源192万円、丹波篠山ふるさと基金123万円） 

放置空き家対策 

 
 管理不全な空き家に対し、所有者等の情報収集や指導助言、勧告命令、公表等の手段による問題解

決を図ります。 

 また、危険と判断した空き家については所有者に指導助言を行うとともに、解体費用の助成を行います。勧告

命令に従わない場合や放置することが著しく危険と判断したものについては代執行により問題解決を図ります。

適正に管理されない空き家により、生活環境上、景観上、防犯上、また、地域活性化の妨げになることを防止し

ます。 

【農都環境課】予算額 65万円（うち一般財源27万円） 

有害鳥獣対策  
 

 金網による獣害防護フェンスは、これまで３７６㎞を整備し、平成２７年度につい

ても鳥獣被害防止総合対策交付金事業補助金等を活用し、約６㎞の整備を進めるとと

もに、獣害柵設置の必要性がありながら、取り組みが進んでいない地域では、継続し

て獣害対策や獣害柵設置にかかる説明会を実施し、地域のみなさんとともに協議を積

み重ねていきます。 

 サル用電気柵の設置については、これまで、６４．５㎞を整備し、平成２７年度に

おいても２１㎞の整備を行います。また、電気柵設置集落を中心に電気柵を活用した

集落ぐるみの追い払いのための出前講座を継続実施します。 

 さらに、平成２５年度から取り組んでいる林辺整備についても、里山の環境改善のために補助制度を継続実施

します。 

 また、サルの群れごとの個体数管理についても、兵庫県森林動物研究センターや篠山市有害鳥獣対策推進協議

会と連携しながら、個体数管理のための駆除に取り組みます。シカやイノシシなど有害鳥獣の対策では、篠山市

猟友会と連携し、年間を通して個体数管理のための駆除を実施します。 

 また、有害鳥獣捕獲従事者の確保のため、銃猟・わな猟に従事するための資格取得経費を全額支援、駆除に対

する報償金の支給などを引き続き実施します。 

 

 

【農都整備課】 

予算額 1億5,870万円（うち一般財源9,641万円） 

農都創造   
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観光施設の改修 

 
 経年劣化等の見られる観光施設について、必要な箇
所を順次修繕工事を行っています。 

 平成２７年度は、王地山公園ささやま荘の空調設備

や、こんだ薬師温泉の上水加圧給水装置、シャワー本

体及び配管の修理工事を行います。 

 

【商工観光課】 

予算額 1,132万円（うち一般財源312万円） 

観光イベントを盛り上げる・

観光資源を充実させる 

 
 さくらまつりや茶まつりなど、各イベントの安全性
や魅力を高めるため、補助金を増額します。また、昨

年度作成した登山マップに掲載されているコースにつ

いて、現状や安全性の確認作

業を委託により実施します。 

 

【商工観光課】 

予算額 1,511万円 
（うち一般財源1,511万円） 

企業振興・誘致と観光  
 

新エネルギー・省エネルギーの導

入推進 
 

 篠山市では、太陽光や地産地消の木質バイオマス燃

料など、新たなエネルギーの導入を推進していきま

す。 

 平成２７年度は、ぬくもりの郷に木質バイオマスボ

イラーと太陽光発電設備を導入します。 

 

【農都環境課】 

予算額 9,443万円（うち一般財源3,443万円） 

地域で農地を守る 
  

 

 水路、農道、ため池等農業を支える共用

の設備を維持管理するための、農地維持や長寿命

化、共同活動など地域の取組に対して交付金を交付

することにより、地域で農地を守る取組を支えてい

きます。 

 

 【農都政策課】 

予算額 2億8,091万円（うち一般財源6,994万円） 

お堀のボートの復活  

 
 以前より続けてきた篠山城のお堀再生プ

ロジェクトの一貫として、堀にボートを浮

かべる取り組みについては、平成２６年度

中に関係機関等の調整を進

め、平成２７年春から実施

します。 

    
【商工観光課】 

予算額 138万円 
（うち一般財源46万円）  

市内企業の振興 

 
 市内での企業活動を支援するため、一定規模以上の

工場などを新設・増設する事業者に対して

課税免除や工場等施設整備奨励金及び雇用

促進奨励金の交付を行い、市内における産

業集積および活性化の取組を進めていきま

す。 

   
【企業振興課】 

予算額 1,554万円 （うち一般財源1,554万円）  

企業紹介ガイドブックの制作・配布 

 
 平成２６年度に引き続き、「企業紹介ガイドブック」を制作、配布します。

企業紹介ガイドブックは、市内就労による定住促進と市内企業の人材確保を図るため、

市内企業約60社の魅力や特色、働いている方の声を紹介するもので、新成人や市内高等

学校、市内小・中・特別支援学校及び就職説明会等で配布します。 

 

【企業振興課】予算額 71万円 
（うち一般財源0円、丹波篠山ふるさと基金71万円）  
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 原子力災害への備え  
  

 篠山市は、福井県の大飯町や高浜町の原

子力発電所から４５～７０キロメートルの距離にあ

り、万一事故が発生した場合に市民の安全を確保する

ための対策を講じる必要があります。平成２４年度か

ら専門家や市民のみなさまによって構成された原子力

災害対策検討委員会で協議いただき、平成２７年度に

は安定ヨウ素剤の事前配布に向け、学習会などを開催

して、市民の知識と理解を深めます。 

 

【市民安全課】  
予算額 67万円（うち一般財源67万円） 

 市営住宅の適切な維持管理  
  

 市営住宅は、長寿命化計画に基づき

改修工事などを行っています。平成２７年度は、牛ケ

瀬改良住宅の外壁等改修工事を行い、また、音羽住宅

の外壁等改修工事に向けた設計業務に着手します。 

 

【地域計画課】  
予算額 5,350万円（うち一般財源1,390万円） 

住みよいところは篠山市  
 

 市営斎場設備の適正管理 
 経年により老朽化してきた、火葬炉など

の設備について修繕を行います。 

 

【市営斎場】 

予算額 2,462万円（うち一般財源0円、公共施設整

備基金2,462万円）  

 公民館の設備等の改善 

 
 市民の皆さんに快適に利用いただき、積

極的な活動を支えられるよう、公民館の空調や、危険

箇所等を改修します。平成２７年度は、四季の森生涯

学習センター西館・東館空調、西館のインターロッキ

ングの段差解消、多目的ホールの音響機器の修理・購

入を行います。 

 

【中央公民館】 

予算額 3,064万円（うち一般財源694万円） 

高齢者や障がい者の安心で

安全な生活の支援 

 
 平成２７年２月２日から「篠山市高齢者・障がい者

権利擁護サポートセンター」を開設しています。住み

なれた地域で自分らしく安心して暮らし続けることが

できるよう、専門の相談員が関係機関と連携しながら

対応します。 

 

【地域福祉課】 

予算額1,103万円（うち一般財源552万円）  

障害者支援施設の改善 
 

  

 「障害者総合支援センタースマイ

ルささやま」について、空調設備の修繕やトイレ・水

回りの改修など、不具合を改善する工事を行います。

また、生活介護用品やこども発達支援センターの備品

の更新・充実も行います。 

 

【地域福祉課】 

予算額1,249万円 
（うち一般財源969万円）  

生活困窮者の自立支援  
 
 さまざまな要因により、経済的に困窮し

ている方の自立を支援するため、支援相談員を配置

し、必要なサービスの提供につなげるとともに、必要

に応じて就労支援を実施します。また、関係機関との

ネットワークづくりを推進します。 

 

【地域福祉課】 

予算額 664万円（うち一般財源166万円） 

こども発達支援センターの開設 

 
 平成２７年４月から開設する「こども発

達支援センター」は、検査室やトレーニング室を設

け、ことばの発達や運動機能の遅れなど、心身の発達

に支援を必要とする児童への訓練や保護者への発達相

談などを行います。 

    
【地域福祉課】 

予算額3,238万円（うち一般
財源3,238万円）  

 清掃センター焼却施設等の適正管理 
 経年により老朽化してきた焼却施設・リサイクル施

設・最終処分場施設について、焼却炉本体などの修繕

を行い適正に処理できる状態を保ちます。 

 

【清掃センター】 

予算額 1億2,585万円 
（うち一般財源9,777万円）  
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４ 主な財政指標

(%)

(%)

(億円)

◆経常収支比率

◆実質公債費比率

平成27年度予算見込は、98.8％（対前年度±０）を見込んでいます。これは公債費の減などにより経常的な支
出が前年度に比べ２億円あまり減となるものの、経常収入である普通交付税や臨時財政対策債がおよそ２億円の
減となるためです。
　平成26年度決算見込については、普通交付税等の確定や事業執行による精査により97.4％となる見込みです。

合併後実施した社会資本整備に伴う市債の償還金は減少しており、比率は下降すべきところ、普通交付税の合
併算定替の段階的縮減により標準財政規模が減少したことで横ばい傾向にありました。しかし、平成25年度まで
に実施した繰上償還や新規借入の抑制、支所費等の算定見直しに伴う普通交付税の増によって、平成27年度当初
予算では19.4％（3ヵ年平均）に改善する見込みです。

合併後取り組んできた基盤整備が概ね終了し、一般会計の残高は平成16年度から減少しています。平成27年度
の一般会計の残高見込は、24億円減の227億円となる見込みです。特別会計の残高見込みは283億円、公営企業会
計134億円となります。また、篠山市全体では平成27年度見込で644億円と対前年度決算見込比41億円、約6.0％
の減となります。

◆市債残高
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 人件費、公債費等の経常的な経費に、市税、地方交付税等を中心とする経常的な一般財源収

入が充当されている割合を示します。 財政の弾力性を表し、低いほど弾力性があります。 

 地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政

規模に対する割合（3ヵ年平均）で表したものです。 
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５ 篠山再生計画（行財政改革編）の推進

平成２７年度当初予算における主な取組一覧 (単位：万円）

効果額 [平成19年度対比]
(※H27－H26効果額の主なもの)

１．定員・給与の見直し 8億5,394万円

6億3,142万円 平成27年4月1日の正規職員数450人

（△3,636万円） （対前年比+1人）

※450人体制を維持

2億2,252万円 市長△30％

（△3,730万円） 副市長・教育長△10％

正規職員　期末手当△11％
　　　　　　　管理職手当△10％

２．議員定数・報酬の見直し 3,202万円

３．公の施設の見直し 1億3,152万円

・チルドレンズミュージアムの運営の見
直し

（345万円）

平成25年度から継続し指定管理を行っ
ている。再オープンにかかる大きな修繕
や車両更新事業を順次終え、予算規模
を縮小してきている。

４．事務事業の見直し 2億6,431万円

５．補助金・負担金の見直し 5,672万円

６．自主財源の確保 2,528万円

・指定工事店登録手数料の設定 （△214万円） H21より開始した制度。H26年度は5年ご
との登録更新が多く効果額が増加して
いた。

・スポーツセンター使用料の改定 （20万円） H25年度に耐震化工事を完了し、一層の
利用増を図る。

合　計 １３億６，３７９万円

篠山再生計画（行財政改革編）における平成２７年度の予定効果額は１３億６，３７９万円になります。
一部見直しを行った項目もありますが、「定員・給与の見直し」など１４０項目に取り組むことにより、財
政健全化に向けて計画は着実に進んでいます。
しかし、平成２５年度決算における財政指標でも、実質公債費比率は２２．６％と全国で悪い方から４番

目、将来負担比率は２１９．１％とこれも全国で悪い方から１３番目で、実質公債費比率は兵庫県下の市で
は最も悪く、依然厳しい状況が続いています。
この厳しい時期を市民の皆さんと心を一つに乗り越え、再生のモデルとして全国に誇れるまちづくりを進

めていきます。

篠山再生計画推進委員会からの意見・提案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年１０月２９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　篠山再生計画推進委員会

篠山再生計画の進ちょく状況などについて慎重に審議した結果、全体としては財政健全化に向けてほぼ計画

どおり取り組まれており、昨年度と同水準の効果額が確保されていること、および収支見通しでは、収支の均

衡が図られる年度が昨年度の収支見通しより１年前倒しの平成３１年度になることを確認しました。

しかし、実質公債費比率、将来負担比率は、全国都市平均よりも依然高い状況にあり、篠山再生は道半ばで

あることに変わりはありません。「将来に負担を先送りしない」という明確な意識を市民、市役所ともに持

ち、さらなる行財政改革に取り組む必要があります。

引き続き、篠山再生計画の着実な実行とともに、今後の公共施設の改修更新に要する所要額の把握と公共施

設の在り方の検討や、地域活性化の観点から人口の動向を把握した施策展開等を提案しました。

平成２７年度の計画効果額は１３億６，３７９万円（平成１９年度対比）

・給与（市長・副市長・教育長・正規職
員）の引き下げ

・定員の適正化等

取組項目 実施内容
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６ 特別会計・企業会計　当初予算の概要

住宅資金特別会計

予算総額5,118千円（対前年度比△1,570千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●県支出金 ●総務費
  県補助金 234千円   一般管理費 2,025千円
●財産収入 ●公債費
  利子及び配当金 1千円   元金 2,624千円
●繰入金   利子 469千円
  一般会計繰入金 273千円
  住宅資金貸付事業特別会計基金繰入金
  10千円
●諸収入
  貸付金元利収入 4,600千円

下水道事業特別会計（公共下水道事業）

予算総額1,444,149千円（対前年度比＋216,368千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●使用料及び手数料 ●下水道総務費
  下水道使用料 323,600千円   一般管理費 249,491千円
●国庫支出金   下水道汚泥共同処理費 113,569千円
  下水道費国庫補助金 132,950千円 ●下水道建設費
●繰入金   下水道建設費 253,173千円
  一般会計繰入金 665,266千円 ●公債費
●市債   元金 622,152千円
  下水道債 321,900千円   利子 203,764千円

●予備費 2,000千円

同和対策事業の一環として、住環境の改善を目的とした住宅の新築及び改修資金の貸付事
業を行っていましたが、この貸付事業は平成８年度で終了しました。

現在は、貸し付けた資金を回収する業務のみを行い、回収した資金についてはこの貸付事
業の公債費（借入金の償還　最終償還年度：平成３３年）に充てています。

下水道総務費は、篠山処理区、丹南処理区の下水道施設と市内各処理場から発生する下水
道汚泥を乾燥する施設の維持管理費用が主なもので、適正な処理を行なうための計画的な修
繕や適正な薬品処理と処理後の検査を行います。

下水道建設費は、下水道処理施設長寿命化計画に基づき、平成２７年度から２ヵ年で実施
する篠山環境衛生センターの汚泥処理設備工事２１０，０００千円などにより、前年度と比
べ１５１，３０６千円増額となっています。

また、丹南処理区犬飼・初田地区の農工団地管路築造工事を引続き実施し、平成２７年度
完成をめざします。
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下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道事業）

予算総額993,713千円（対前年度比△52,928千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●使用料及び手数料 ●下水道総務費
  下水道使用料 169,600千円   一般管理費 206,899千円
●繰入金 ●公債費
  一般会計繰入金 634,010千円   元金 596,526千円
●市債   利子 188,288千円
  下水道債 190,000千円 ●予備費 2,000千円

農業集落排水事業特別会計

予算総額807,237千円（対前年度比＋33,444千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●使用料及び手数料 ●農業集落排水総務費
  下水道使用料 80,500千円   一般管理費 121,629千円
●国庫支出金 ●農業集落排水建設費
  農業集落排水費国庫補助金 2,592千円   農業集落排水建設費 11,447千円
●繰入金 ●公債費
  一般会計繰入金 571,422千円   元金 507,257千円
●市債   利子 164,904千円
  下水道債 152,500千円 ●予備費 2,000千円

下水道総務費は、市内８処理区の下水道施設の維持管理費用が主なもので、適正な処理を
行うための計画的な修繕や適正な薬品処理と処理後の検査などを行います。

農業集落排水総務費は、市内１５地区の集落排水処理施設の維持管理費用が主なもので、
適正な処理を行なうための計画的な修繕や適正な薬品処理と処理後の検査などを行います。

農業集落排水事業建設費は、栗柄集落排水処理場の機能強化対策・設備更新工事の実施に
向け、基本設計及び実施設計を行います。
　また、雲部地区の適切な維持管理のため、老朽化した通報装置の更新工事を実施します。
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公営駐車場事業特別会計

予算総額4,801千円（対前年度比＋0千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●繰越金 1千円 ●管理費
●諸収入   駐車場管理費 4,701千円
  雑入 4,800千円 ●予備費 100千円

国民健康保険特別会計（事業勘定）

予算総額5,359,796千円（対前年度比＋588,690千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●国民健康保険税 ●総務費
  一般被保険者国民健康保険税867,638千円   一般管理費 52,556千円
  退職被保険者等国民健康保険税 ●保険給付費
  59,465千円   一般被保険者療養給付費 2,604,239千円
●国庫支出金   退職被保険者等療養給付費 182,681千円
  療養給付費等負担金 745,268千円   一般被保険者高額療養費 302,155千円
  財政調整交付金 220,120千円   退職被保険者等高額療養費 34,386千円
●療養給付費交付金 215,721千円   出産育児一時金 18,900千円
●前期高齢者交付金 1,193,302千円   葬祭費 4,000千円
●県支出金 ●後期高齢者支援金等
  県財政調整交付金 208,897千円   後期高齢者支援金 567,886千円
●共同事業交付金 ●介護納付金 216,809千円
  共同事業交付金 115,504千円 ●共同事業拠出金
  保険財政共同安定化事業交付金   高額医療費共同事業拠出金 115,504千円
  1,060,398千円   保険財政共同安定化事業拠出金
●繰入金   1,060,398千円
  一般会計繰入金 281,907千円 ●予備費 94,565千円
  財政調整基金繰入金 318,144千円

平成２７年度から保険財政共同安定化事業の制度が変更され、従来はレセプト１件３０万
円以上の医療費が対象であったものが、すべての医療費が対象となります。これにより、歳
入・歳出ともに６４５，５１０千円の増額となりますが、被保険者数が減となり保険給付費
が前年度より縮小され、予算総額では対前年度比５８８，６９０千円の増となりました。
●被保険者数　１０，５７５人（対前年度比　△３７５人　３．４２％減）
●一般被保険者一人当たり保険給付費（対前年度比　＋５，１５８円　１．７９％増）
　療養給付費　２６０，５４９円、療養費　２，５９５円、高額療養費　３０，２３１円
●一人当たり保険税額（対前年度比　＋０円）
　医療分７４，５００円、介護分２６，０００円、後期高齢者支援金２１，３００円

また、本年度は被保険者の健康保持増進のための「データヘルス計画」を作成し、２７年
度後半からは、「重複頻回訪問指導」や「生活習慣二次予防」などのデータヘルス（保健事
業）に取り組みます。

その他、医療費の適正化事業（レセプト点検の強化、ジェネリック医薬品の普及啓発）や
国民健康保険税の収納率向上により、国民健康保険の健全な運営に努めます。

篠山口駅西公営駐車場の管理運営を行う特別会計で、利用者の利便性確保とともに適正な
運営と経費の削減を目的として、指定管理者制度を導入しています。予算の概要としては、
収入４，８０１千円から、駐車場機器の維持経費等３００千円と予備費１００千円を差し引
いた４，４０１千円を一般会計へ繰出す予算となります。
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国民健康保険特別会計（直営診療所勘定）

予算総額227,628千円（対前年度比△1,031千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●診療収入 ●総務費
  国民健康保険診療報酬収入 22,440千円   一般管理費 129,978千円
  社会保険診療報酬収入 13,896千円 ●医業費
  後期高齢者医療診療報酬収入 62,040千円   医療用機械器具費 11,607千円
  その他の診療報酬収入 4,289千円   医療用消耗器材費 3,689千円
  一部負担金収入 17,736千円   医療用衛生材料費 80,188千円
●繰入金 ●予備費 600千円
  一般会計繰入金 88,746千円
  事業勘定繰入金 12,217千円

後期高齢者医療特別会計

予算総額584,308千円（対前年度比＋5,619千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●後期高齢者医療保険料 414,762千円 ●総務費
●繰入金   一般管理費 17,082千円
  事務費繰入金 21,300千円 ●後期高齢者医療広域連合納付金
  保険基盤安定繰入金 146,920千円   561,853千円

●予備費 450千円

平成２７年度は、保険料率の改定はなく、所得に応じて負担する所得割率が９．７％、被
保険者の方が等しく負担する均等割額が４７，６０３円となっています。所得の低い方や、
被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減措置（均等割９割・８．５割）については、
継続されることとなっています。

歳入歳出予算増額の主な要因は、被保険者数の増加による保険料収入見込みの増、それに
伴い後期高齢者医療広域連合への納付金も増加するためです。

篠山市には４カ所の国民健康保険直営診療所があり、市の医師とささやま医療センターか
らの派遣医師で診療を行っています。

診療業務においては、各医師の専門分野を活かし、診療所間で連携して業務にあたってい
くのはもちろんのこと、他の医療機関、介護施設や地域住民との連携と多種職協働により、
地域の「かかりつけ医」として、地域貢献につなげていきます。

歳入予算の診療報酬収入については、風邪やインフルエンザ等の流行により大きく影響を
受けるほか、定期患者の高齢化率が高く入院・入所などが増加傾向にあるため患者数の大幅
の増加は見込めませんが、平成２６年度実績見込み及び目標値により、１２２，５１７千円
を計上しています（前年度比　△４，８３４千円）。

歳出予算は、診療所管理費が３，４２２千円増加しています。これは今田診療所で非常勤
医師を２名雇用したことと、東雲診療所の高圧設備の老朽化による取替工事を予定している
ためのものです。また、医療機器は年次計画により、東雲診療所のレントゲン装置の更新を
予定しています。
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介護保険特別会計（介護保険事業勘定）

予算総額3,957,847千円（対前年度比＋69,572千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●保険料 ●総務費
  第１号被保険者保険料 780,129千円   一般管理費 60,907千円
●国庫支出金   介護認定審査会費 9,061千円
  介護給付費負担金 668,427千円   認定調査等費 24,753千円
  調整交付金 264,118千円 ●保険給付費
  地域支援事業交付金（介護予防事業）   居宅介護サ－ビス給付費 1,298,447千円
  13,261千円   地域密着型介護サービス給付費
  地域支援事業交付金（包括的支援事業・   409,158千円
  任意事業） 22,988千円   施設介護サ－ビス給付費 1,421,148千円
●県支出金   居宅介護サ－ビス計画給付費163,746千円
  介護給付費負担金 545,699千円   介護予防サービス給付費 151,543千円
  地域支援事業交付金（介護予防事業）   介護予防サービス計画給付費 22,688千円
  6,631千円   高額介護サ－ビス費 66,579千円
  地域支援事業交付金（包括的支援事業・   特定入所者介護サービス費 153,384千円
  任意事業） 11,494千円 ●地域支援事業費
●支払基金交付金   二次予防事業費 2,001千円
  介護給付費交付金 1,046,015千円   一次予防事業費 35,508千円
  地域支援事業支援交付金 14,852千円   任意事業費 9,688千円
●繰入金   地域支援事業費 18,652千円
  一般会計繰入金 577,374千円   地域支援事業費 38,839千円

●予備費 500千円

本年度は、第６期介護保険事業計画（平成２７～２９年度）の初年度になります。高齢者
が自立した日常生活を営むことを可能としていくために必要な介護サービスの確保ととも
に、介護予防、医療、生活支援サービス等が連携した包括的な支援体制「地域包括ケア」の
実現を目指します。

要介護認定者数の増加に伴い、介護保険給付費は年々増え続けており、介護報酬はマイナ
ス改定ではありますが、本年度の介護保険給付費は、３，７３５，７６８千円となり前年度
に比べ５６，１１４千円の増額（前年度比１０１．５％）となります。

今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担の上昇が避けられない中、所得
水準に応じて保険料の段階設定を更に細分化し、きめ細やかな保険料設定を行います。

介護予防事業では、出前健康講座やいきいき塾を実施し、地域の介護予防拠点を広げ住民
主体の取り組みへの支援を行います。また、新たに認知症地域支援専門員を設置するなど認
知症対策を充実するとともに、本年２月に開設した「高齢者・障がい者権利擁護サポートセ
ンター」が中心となり、高齢者虐待や権利侵害等に適切な支援を行うための相談支援を行い
ます。
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

予算総額4,279千円（対前年度比＋1,505千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●繰入金 ●介護サービス事業
  一般会計繰入金 4,279千円   介護予防サービス事業費 4,279千円

農業共済事業会計

収益的支出97,183千円（対前年度比＋1,636千円）

歳入の主な内訳 歳出の主な内訳

●農作物共済事業収益 7,017千円 ●農作物共済事業費用 7,017千円
●家畜共済事業収益 23,745千円 ●家畜共済事業費用 23,745千円
●畑作物共済事業収益 11,398千円 ●畑作物共済事業費用 11,398千円
●園芸施設共済事業収益 2,541千円 ●園芸施設共済事業費用 2,541千円
●業務事業収益 52,842千円 ●業務事業費用 52,482千円
　うち一般会計繰入金 37,669千円

介護サービス事業勘定は、介護認定で要支援１、要支援２の認定を受けている方に対して
行う介護予防ケアマネジメントを行う経費を計上しています。指定介護予防支援事業所は、
地域包括支援センター同様、東部・西部ともに篠山市社会福祉協議会への委託料を計上して
います。地域包括介護予防サービス費は、地域包括支援センターシステム保守料を予算計上
しています。

農業共済は、国の農業政策として制度化された「農業災害補償制度」に基づき、農業者が
自然災害や鳥獣害等によって被った損失を補填することにより農業経営の安定を図り、農業
生産力の発展を目的としています。

この制度は、農家が共済掛金を出し合って共同準備財産をつくり、被災農家への救済とし
て共済金を支払うもので、農家の自主的な「相互扶助」を基本とした公的な保険制度で、掛
金の半分を国庫が負担しています。

また、損害防止事業を実施し、事故を未然に防ぎ、農畜産物の安定生産に寄与していま
す。

篠山市が実施している事業の種類は、農作物共済（水稲・麦）、家畜共済、畑作物共済
（大豆）、園芸施設共済の４事業となります。
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水道事業会計

収益的収入及び支出の主な内訳 資本的収入及び支出の主な内訳

●水道事業収益 ●資本的収入
営業収益 1,318,386千円 　企業債 26,900千円
営業外収益 943,647千円 　固定資産売却代金 1千円

（うち一般会計繰入金　　　　511,837千円） 　負担金 14,450千円
特別利益 1千円 　補助金 4,605千円

●水道事業費用 ●資本的支出
営業費用 1,827,678千円 　建設改良費 107,299千円
営業外費用 317,093千円 　企業債償還金 697,525千円
特別損失 2千円

予備費 20,000千円

本年度の水道事業は、給水の安定及び有収率の向上を図り、効率的な維持管理を行うた
め、水道施設の更新や簡易水道統合事業等を行います。

水道施設更新事業については、高坂地内で３５０ｍの管路を更新するほか、大芋浄水場ろ
過設備増設のための実施設計を行います。簡易水道統合事業では、西紀南地区から大山浄水
場までの連絡管新設にむけた実施設計を行います。簡易水道事業の上水道事業への統合によ
り、事業区域を限定されることなく安定水源や既存施設を効率的に活用できることから、不
安定な水源や浄水場を廃止することで施設更新費用と維持管理費用の削減を図ります。

水道事業の経営については、人口減に伴い料金収入が減少しており厳しい状況が続いてい
ますが、「篠山市水道ビジョン」の財政計画のもとで、経営の健全化に努めます。

資本的収入額が資本的支出額に対して不
足する額758,868千円は、当年度分消費税及
び地方消費税資本的収支調整額5,058千円、
過年度分損益勘定留保資金518,534千円、当
年度分損益勘定留保資金235,276千円で補て
んします。

    収益的支出     2,164,773千円（対前年度比△181,365千円）
    資本的支出       804,824千円（対前年度比＋19,772千円）
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１．平成２７年度の国及び地方財政の状況
（単位：億円、％）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

財政規模 924,116 903,339 926,115 958,823 963,420

伸び率 0.12 △ 2.25 2.52 3.53 0.48

一般歳出 540,780 517,957 539,773 564,697 573,556

伸び率 1.17 △ 4.22 4.21 4.62 1.57

財政規模 825,054 818,647 819,100 833,607 852,700

伸び率 0.46 △ 0.78 0.06 1.77 2.29

一般歳出 668,313 664,533 664,200 677,430 693,200

伸び率 0.76 △ 0.57 △ 0.05 1.99 2.33

２．平成２７年度予算編成方針

これまでの篠山再生計画〔行財政改革編〕の着実な実行により、平成２５年度決算におい
ても計画を上回る効果額となりました。
しかしながら、健全化の財政指標は依然として悪く、平成２６年１０月２０日に発表した

財政収支見通しによる平成２７年度予算フレームでは、普通交付税が国の算定見直しにより
支所に要する経費として、２．１億円の増となりますが、合併算定替の段階的縮減（最終
年）等もあり、前年度に比べさらに４．３億円近くが減となり、収支不足となる１２億円あ
まりについて財政調整基金を取崩すという依然として厳しい財政状況と見込んでいます。
このため、平成２７年度予算については引き続き財政の健全化に取り組むとともに限られ

た財源で最大の効果を発揮し市の重要施策の実施や課題解決に向け以下のとおり予算編成し
ています。
なお、平成２７年度当初予算は、平成２７年２月に市長選挙が行われたことから「骨格予

算」とし、義務的な経費や継続的事業を中心に予算計上し、政策的な新規事業は計上せずに
編成しています。

１　基本的事項
　（１）予算枠について
　・経常予算・臨時予算の２段階とし、経常予算については、各部における平成２６年度当
　　初予算経常分の一般財源を上限とし、各部で調整しています。
　・臨時予算については、従来どおり要求枠は設けず一件ごとの審査としました。

区　分

国
の
一
般
会
計
地
方
財
政
計
画

平成２７年度における国の一般会計予算は、９６．３兆円と前年度当初比で０．５％の増
となりました。歳入面では、新規国債の発行額を１０．６％減の３６．９兆円に税収は９．
０％増の５４．５兆円となり昨年度に引き続き新規国債発行額が税収よりも少なくなりまし
た。また、一般会計とは別枠の東日本大震災からの復興特別会計については、７．２％増の
３．９兆円となりました。
一方、地方財政については、通常収支分は８５．３兆円と対前年度比１．９％の増となっ

ています。歳入については、地方税が７．１％増の３７．５兆円ならびに地方交付税０．
８％減の１６．８兆円となり前年度を下回りました。地方が自由に使える一般財源総額につ
いては１．２％増の６１．５兆円と前年度水準を上回る額が確保されたかたちとなりまし
た。歳出については、一般行政経費のうち補助分が社会保障関係経費の増を見込み６．６％
増の１８．５兆円、地方創生に伴う事業費として計上された、地域の元気創造事業費及び人
口減少等特別対策事業費で１兆円が計上がされています。
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「骨格予算」とは
◇本来予算は、その年度のすべての歳入・歳出で編成されるものです。

しかしながら、平成27年度当初予算は平成27年2月に市長選挙が行われたことから、政策的
な判断ができにくいため、義務的な経費や継続的事業を中心に予算計上し、政策的な新規事
業は計上せずに編成することを予定しています。
　このような形で作成される予算を「骨格予算」といいます。

　（２）予算要求の締切日について
　・一般会計を含む全会計
　　　①経常予算（平成26年11月21日）②臨時予算（平成26年11月28日）

２　第２次篠山市総合計画・施策評価による予算編成について
　・総合計画や施策評価の施策体系に沿って、行いました。
　・平成２５年度施策評価（事務事業評価）の結果をもとに、行いました。

３　特別会計、企業会計の自立性・健全性について
　・経営のさらなる効率化と健全経営の維持に取り組むとともに、一層の自助努力により一
　　般会計からの繰入金の抑制に努めました。

４　その他
　・国、県補助金等の制度を十分活用して、財源の確保に努めました。
　・今後の国の動向によっては、制度改正や地方財政対策などの大きな変動も考えられるこ
　　とから、国・県・他市の状況を積極的に情報収集し、現行制度の枠組みで行いました。
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３．一般会計歳入
（単位：千円、％）

構成比 構成比

4,906,930 23.0 5,001,133 23.2 △ 94,203 △ 1.9

236,028 1.1 245,448 1.1 △ 9,420 △ 3.8

12,533 0.1 14,873 0.1 △ 2,340 △ 15.7

31,551 0.2 29,539 0.1 2,012 6.8

14,050 0.1 4,317 0.0 9,733 225.5

689,387 3.2 471,313 2.2 218,074 46.3

92,516 0.4 107,450 0.5 △ 14,934 △ 13.9

46,956 0.2 46,700 0.2 256 0.5

18,772 0.1 19,602 0.1 △ 830 △ 4.2

7,930,000 37.2 8,100,000 37.6 △ 170,000 △ 2.1

11,000 0.1 11,000 0.1 0 0.0

302,954 1.4 301,612 1.4 1,342 0.4

604,287 2.8 619,500 2.9 △ 15,213 △ 2.5

1,476,074 6.9 1,758,604 8.2 △ 282,530 △ 16.1

1,468,034 6.9 1,262,532 5.9 205,502 16.3

56,634 0.3 54,079 0.2 2,555 4.7

10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

1,776,062 8.3 1,501,592 7.0 274,470 18.3

50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

393,348 1.8 389,492 1.8 3,856 1.0

1,216,884 5.7 1,557,214 7.2 △ 340,330 △ 21.9

21,344,000 100.0 21,556,000 100.0 △ 212,000 △ 1.0

886,993 674,192 212,801 31.6

（１）市税の内訳 （単位：千円、％）

構成比 構成比

2,003,316 40.8 2,005,589 40.1 △ 2,273 △ 0.1

個 人 市 民 税 1,698,563 34.6 1,685,083 33.7 13,480 0.8

法 人 市 民 税 304,753 6.2 320,506 6.4 △ 15,753 △ 4.9

2,486,533 50.7 2,580,440 51.6 △ 93,907 △ 3.6

固 定 資 産 税 2,454,820 50.0 2,546,239 50.9 △ 91,419 △ 3.6

国有資産等所在市町村
交 付 金 及 び 納 付 金

31,713 0.7 34,201 0.7 △ 2,488 △ 7.3

126,160 2.6 114,390 2.3 11,770 10.3

261,370 5.3 272,459 5.4 △ 11,089 △ 4.1

29,551 0.6 28,255 0.6 1,296 4.6

4,906,930 100.0 5,001,133 100.0 △ 94,203 △ 1.9
地方揮発油譲与税 74582 71813 1.4 2769 3.9
自動車重量譲与税 161446 173635 3.5 -12189 -7
普通交付税 7060000 7230000 144.6 -170000 -2.4
特別交付税 870000 870000 17.4 0 0
財政調整基金繰入金 1203000 1223000 24.5 -20000 -1.6
臨時財政対策債 798884 958314 19.2 -159430 -16.6

自 動 車 取 得 税 交 付 金

合 計

増減率

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

増減額

合 計

款

款　項　目
平成２７年度 平成２６年度

分 担 金 及 び 負 担 金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

使 用 料 及 び 手 数 料

市 税

地 方 譲 与 税

平成２７年度 平成２６年度
増減額 増減率

 市税は、４９億６９３万円、対前年度比９，４２ 担金では、民生費国庫負担金のうち、児童福祉費負
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 市税は、４９億６９３万円、対前年度比９，４２

０万円、１．９％の減となりました。 

 減となった主な要因は固定資産評価替えの影響に

より固定資産税が２４億８，６５３万円、対前年度

比９，３９１万円、３．６％の減となったことによ

るものです。 

 その他、個人市民税は１６億９，８５６万円、対

前年度比１，３４８万円、０．８％の増と見込まれ

ます。法人市民税は３億４７５万円、対前年度比１，

５７５万円、４．９％の減と見込まれます。軽自動

車税は税制改正により１億２，６１６万円、対前年

度比１，１７７万円、１０．３％の増と見込まれま

す。たばこ税は健康志向により２億６，１３７万円、

対前年度比１，１０９万円、４．１％の減と見込ま

れます。入湯税は２，９５５万円、対前年度比１３

０万円、４．６％の増と見込まれます。 

 地方譲与税は、２億３，６０３万円、対前年度比

９４２万円、３．８％の減となりました。その内訳

は、地方揮発油譲与税が７，４５８万円、対前年度

比２７７万円、３．９％の増、自動車重量譲与税が

１億６，１４５万円、対前年度比１，２１９万円、

７．０％の減となっており、以降の交付金について

も同様に平成２６年度の決算見込額及び地方財政計

画の伸び率により見込んでいます。 

 地方消費税交付金をはじめとする６つの県税交付

金は、８億８，６９９万円、対前年度比２億１，２

８０万円、３１．６％の増となり、増減の大きかっ

た交付金として、地方消費税交付金は、消費税率

５％から８％への引上げの影響により６億８，９３

９万円、対前年度比２億１，８０７万円、４６．

３％の増、ゴルフ場利用税交付金は、利用者の減に

より９，２５２万円、対前年度比１，４９３万円、

１３．９％の減となっています。 

 地方交付税は、７９億３，０００万円、対前年度

比１億７，０００万円、２．１％の減で、この要因

は、普通交付税の減によるものです。普通交付税の

基準財政需要額の算定において、個別算定経費でマ

イナス１．５％、包括算定経費でマイナス６．５％

を見込んだことにより減となる一方、支所に要する

経費の算定見直しに加え、平成２７年度より消防費

や清掃費の算定方法の見直しにより増となるほか、

地方公共団体が地方創生に取り組むため「人口減少

等特別対策事業費」の創設により、基準財政需要額

全体としては増を見込んでいます。また、基準財政

収入額の算定においても、地方消費税交付金の増な

どにより全体として増を見込んでいます。これらの

ことと、臨時財政対策債への振替や合併算定替の段

階的縮減が終了し一本算定となることなどにより、

普通交付税としては７０億６，０００万円、対前年

度比１億７，０００万円、２．４％の減を見込んで

います。 

 特別交付税については、８億７，０００万円で、

前年度と同額を見込んでおります。 

 国庫支出金は、１４億７，６０７万円、対前年度

比２億８，２５３万円、１６．１％の減で、国庫負

担金では、民生費国庫負担金のうち、児童福祉費負

担金の保育所運営費負担金が対前年度比６，８９９

万円の皆減、国庫補助金では、民生費国庫補助金の

うち、社会福祉費補助金の臨時福祉給付金給付事業

補助金や児童福祉費補助金の子育て世帯臨時特例給

付事業補助金があわせて対前年度比１億４，１５５

万円の減、教育費国庫補助金のうち、小学校費補助

金の学校施設環境改善交付金が対前年度比１億６，

５８６万円の皆減となりました。 

 県支出金は、１４億６，８０３万円、対前年度比

２億５５０万円、１６．３％の増で、県負担金では

民生費負担金のうち、児童福祉費負担金の施設型給

付負担金が４，７１３万円の皆増など、県補助金で

は、農林水産業費補助金のうち、農業費補助金の多

面的機能支払交付金事業補助金が２億９７８万円の

増など、県委託金では総務費委託金のうち、統計調

査費委託金の国勢調査費委託金が１，６８２万円の

増となりました。 

 繰入金は、１７億７，６０６万円、対前年度比２

億７，４４７万円、１８．３％の増で、主な要因は、

財政調整基金繰入金が、１２億３００万円、対前年

度比２，０００万円、１．６％の減となりましたが、

味間認定こども園整備事業などに充てるための公共

施設整備基金繰入金が、４億１，０４６万円、対前

年度比３億４，４２９万円、５２０．３％と大幅な

増となりました。 

 最後に市債は、１２億１，６８８万円、対前年度

比３億４，０３３万円、２１．９％の減となりまし

た。主な要因として、教育債のうち、小学校債の全

国防災事業債が４億３，６６０万円の皆減、臨時財

政対策債が７億９，８８８万円、対前年度比１億５，

９４３万円、１６．６％の減によるものです。 
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（２）参考資料
①市税と市債発行の推移

（単位：億円）

※決算額

②普通交付税の推移
（単位：億円）

※決算額
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４．一般会計歳出

（１）目的別歳出の内訳 　（単位：千円、％）

構成比 構成比
議 会 費 213,443 1.0 197,386 0.9 16,057 8.1
総 務 費 2,054,269 9.6 2,187,766 10.1 △ 133,497 △ 6.1
民 生 費 5,804,869 27.2 5,295,720 24.6 509,149 9.6
衛 生 費 2,121,511 9.9 2,016,029 9.4 105,482 5.2
労 働 費 7,376 0.0 10,800 0.0 △ 3,424 △ 31.7
農 林 水 産 業 費 1,768,718 8.3 1,357,279 6.3 411,439 30.3
商 工 費 254,254 1.2 329,154 1.5 △ 74,900 △ 22.8
土 木 費 1,807,745 8.5 1,805,929 8.4 1,816 0.1
消 防 費 747,151 3.5 788,968 3.7 △ 41,817 △ 5.3
教 育 費 2,444,274 11.5 3,123,981 14.5 △ 679,707 △ 21.8
公 債 費 3,943,653 18.5 4,267,778 19.8 △ 324,125 △ 7.6
諸 支 出 金 86,737 0.4 85,210 0.4 1,527 1.8
予 備 費 90,000 0.4 90,000 0.4 0 0.0
合 計 21,344,000 100.0 21,556,000 100.0 △ 212,000 △ 1.0

款
平成２７年度 平成２６年度

増減額 増減率

 議会費は、２億１，３４４万円、対前年度比１，

６０６万円、８．１％の増で、職員人件費が６３６

万円、議会議員共済会負担金の増による議員人件費

が９３７万円増となりました。 

 総務費は、２０億５，４２７万円、対前年度比１

億３，３５０万円、６．１％の減で、臨時的任用職

員人件費で２，１８７万円、国勢調査費で１，７０

６万円、県議会議員選挙費で１，３５５万円等が増

となりましたが、６月補正に計上予定のふるさと篠

山に住もう帰ろう運動推進事業で４，８７５万円の

減をはじめ、昨年度は社会保障・税番号制度導入の

ため増加していた電子計算費が２，６７３万円の減、

市長選挙費で２，５８１万円の皆減、昨年度空調更

新工事のあった西紀支所費で１，７６４万円等が減

となりました。 

 民生費は、５８億４８７万円、対前年度比５億９

１５万円、９．６％の増で、臨時福祉給付金給付事

業で５，４５３万円、子育て世帯臨時特例給付金事

業で２，６６６万円、障害者総合支援法給付事業で

３，２２６万円等が減となりましたが、味間認定こ

ども園整備事業で６億４，７８７万円の皆増、放課

後児童対策事業で３，４５３万円や生活保護措置事

業で２，２２３万円等が増となりました。 

 衛生費は、２１億２，１５１万円、対前年度比１

億５４８万円、５．２％の増で、火葬炉耐火材全面

修繕による斎場運営管理費が２，１７６万円の増、

塵芥収集費で１，６１９万円の増、予防費で１，５

７３万円等が増となりました。 

 労働費は、７３８万円、対前年度比３４２万円、

３１．７％の減で、職員人件費で３４２万円の減と

なりました。 

 農林水産業費は、１７億６，８７２万円、対前年

度比４億１，１４４万円、３０．３％の増で、農業

集落排水事業特別会計繰出金で１，６０６万円の減、

森林里山利活用事業で１，２１３万円等が減となり

ましたが、多面的機能支払交付金事業で２億１，１

８３万円の増、ぬくもりの郷木質バイオマスボイ

ラー・太陽光発電設備等導入工事などによる新エネ

ルギー・省エネルギー事業費で９，５１３万円の皆

増、ため池等整備事業で７，１２７万円等が増とな

りました。 

 商工費は、２億５，４２５万円、対前年度比７，

４９０万円、２２．８％の減で、観光施設整備事業

で５，７３５万円、観光まちづくり推進事業で１，

２３７万円、商工振興費で１，２３２万円等が減と

なりました。 

 土木費は、１８億７７５万円、対前年度比１８２

万円、０．１％の増で、河川総務費で１，７４９万

円、市単独事業で６４９万円等が減となりましたが、

市営住宅管理費で１，５５８万円、河川維持修繕事

業で８３２万円等が増となりました。 

 消防費は、７億４，７１５万円、対前年度比４，

１８２万円、５．３％の減で、昨年度消防車購入を

計上していた常備消防費で４，７９３万円の減、非

常備消防施設管理整備費で５１７万円等が減となり

ました。 

 教育費は、２４億４，４２７万円、対前年度比６

億７，９７１万円、２１．８％の減で、四季の森生

涯学習センター空調設備更新工事により中央公民館

管理費で２，９１７万円の増、幼稚園管理費で１，

２８６万円等が増となりましたが、篠山小学校耐震

補強工事完了による耐震補強事業が６億１，２８４

万円の皆減、城東公民館の外壁塗装工事等の完了に

よる城東分館管理費で３，１３３万円が減となりま

した。 

 公債費は、３９億４，３６５万円、対前年度比３

億２，４１３万円、７．６％の減で、通常償還分の

元金が２億７，１６９万円、利子が５，２４５万円

減となりました。 

 予備費は、９，０００万円で、前年度と同額の計

上となっています。 
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（２）性質別歳出の内訳 　（単位：千円、％）

構成比 構成比
10,095,079 47.3 10,427,601 48.4 △ 332,522 △ 3.2
3,530,640 16.5 3,459,137 16.0 71,503 2.1
2,620,847 12.3 2,700,727 12.5 △ 79,880 △ 3.0
3,943,592 18.6 4,267,737 19.9 △ 324,145 △ 7.6
3,870,376 18.1 3,922,953 18.2 △ 52,577 △ 1.3

94,204 0.4 71,057 0.3 23,147 32.6
2,567,152 12.0 2,400,861 11.1 166,291 6.9

86,742 0.4 85,213 0.4 1,529 1.8
11,520 0.1 10,320 0.0 1,200 11.6

2,991,497 14.0 2,992,638 13.9 △ 1,141 0.0
1,537,430 7.3 1,555,357 7.3 △ 17,927 △ 1.2
1,537,430 7.3 1,555,357 7.3 △ 17,927 △ 1.2

補 助 事 業 526,458 2.5 1,005,445 4.7 △ 478,987 △ 47.6
単 独 事 業 1,010,972 4.7 549,912 2.6 461,060 83.8

90,000 0.4 90,000 0.4 0 0.0
21,344,000 100.0 21,556,000 100.0 △ 212,000 △ 1.0

増減率

義 務 的 経 費

補 助 費 等

区       分
平成２７年度 平成２６年度

増減額

人 件 費
扶 助 費
公 債 費

物 件 費
維 持 補 修 費

合 計

積 立 金
投 資 及 び 出 資 ・ 貸 付 金

繰 出 金
投 資 的 事 業

普 通 建 設 事 業

予 備 費

 人件費は、３５億３，０６４万円、対前年度比７，

１５０万円、２．１％の増となっています。内訳は、

職員給与の一部復元による６，４１６万円の増や人

事院勧告による３，３２４万円の増、退職手当組合

負担金率の変更による１，５２４万円の減となりま

した。 

 扶助費は、２６億２，０８５万円、対前年度比７，

９８８万円、３．０％の減となっています。内訳は、

消費税率８％への引き上げにともなう臨時的給付措

置である臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給

付金事業による８，１８７万円の減や障害者総合支

援法給付事業の介護給付費等の減により３，７０７

万円の減、生活保護措置事業の医療扶助費等の増に

よる２，２２３万円の増となりました。 

 公債費は、３９億４，３５９万円、対前年度比３

億２，４１５万円、７．６％の減となっています。

内訳は、通常の元金が２億７，１６９万円の減、利

子については５，２４５万円の減となりました。 

 これらをあわせた義務的経費は、１００億９，５

０８万円、対前年度比３億３，２５２万円、３．

２％の減となりました。 

 物件費は、３８億７，０３８万円、対前年度比５，

２５８万円、１．３％の減となっています。内訳は、

電子計算費が２，６７３万円の減、賦課徴収費が１，

４１０万円の減、予防費は予防接種委託料による１，

４９３万円の減が主なものです。 

 維持補修費は、９，４２０万円、対前年度比２，

３１５万円、３２．６％の増となっています。内訳

は、斎場運営管理費が火葬炉の耐火材全面修繕等に

よる２，９７８万円の増によるものです。 

 補助費等は、２５億６，７１５万円、対前年度比

１億６，６２９万円、６．９％の増となっています。

内訳は、多面的機能支払交付金事業で２億１，０２

４万円の増、水道事業会計への支出が１，２５８万

円の増、後期高齢者医療費給付等事業で１，２１１

万円の減が主なものです。 

 繰出金は、２９億９，１５０万円、対前年度比１

１４万円の微減となっています。内訳は、下水道事

業特別会計（公共・特環）、農業集落排水事業特別

会計への繰出が資本費平準化債の発行による元金償

還費の減により、１，３８３万円の減となっている

のが主なものです。 

 投資的経費は、１５億３，７４３万円、対前年度

比１，７９３万円、１．２％の減となっています。

内訳は、補助事業では、ぬくもりの郷木質バイオマ

スボイラー・太陽光発電設備等導入工事で９，１２

６万円の皆増、音羽住宅・牛ケ瀬改良住宅外壁改修

工事で５，３５０万円の皆増、篠山小学校木造校

舎・屋内運動場耐震補強改修工事６億１，２５５万

円の皆減などにより、５億２，６４６万円、対前年

度比４億７，８９９万円、４７．６％の減となりま

した。また、単独事業では、味間認定こども園整備

事業６億４，６９９万円の皆増、四季の森多目的

ホール空調設備改修工事で２，７５９万円の皆増、

富山保育園園舎増築補助事業７，４３１万円の皆減、

水槽付消防ポンプ自動車購入で５，３９３万円の皆

減、城東公民館外壁等改修工事３，１９７万円の皆

減などにより、１０億１，０９７万円、対前年度比

４億６，１０６万円、８３．８％の増となりました。
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（単位：千円、％）
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

84.8 86.5 94.3 92.3 97.2 97.7 95.6
18.7 19.5 20.7 20.8 21.5 22.6 21.3
12.9 13.0 13.2 13.2 13.3 13.7 14.2

- - - 16.0 17.9 19.5 21.7
- - - - - 298.8 308.5

0.498 0.483 0.475 0.462 0.460 0.453 0.448
14,587,276 14,753,251 14,841,305 15,217,367 15,667,817 15,743,061 16,009,205

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
決算 決算見込 当初予算

88.9 85.2 100.7 94.8 94.7 97.4 98.8
19.7 17.5 18.2 17.8 16.8 14.4 13.8
14.3 13.2 12.6 12.0 11.5 9.9 8.7
22.7 22.5 22.7 22.4 22.6 21.1 19.4

289.0 256.4 247.1 239.2 219.1 235.2 230.8
0.432 0.422 0.438 0.435 0.431 0.407 0.403

16,221,931 16,508,014 16,045,189 15,143,297 14,703,024 14,335,070 14,404,399

（単位：千円）
平成14 年度 平成15 年度 平成16 年度 平成17 年度 平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度

末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高

一 般 会 計 51,521,323 55,992,494 55,467,713 53,855,024 51,615,350 47,945,558 44,188,171

一 般 会 計 計 51,521,323 55,992,494 55,467,713 53,855,024 51,615,350 47,945,558 44,188,171

住 宅 資 金 特 別 会 計 258,642 214,387 174,811 147,524 118,035 96,572 73,300

観 光 施 設 事 業 特 別 会 計 200,000 200,000 200,000 188,236 176,472 164,708 152,944

下 水 道 事 業 特 別 会 計
（ 公 共 下 水 道 ）

12,341,848 14,064,380 14,611,717 14,435,820 13,954,651 13,534,702 12,934,813

下 水 道 事 業 特 別 会 計
（ 特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 ）

13,779,303 14,357,369 14,157,704 13,845,706 13,497,554 13,076,284 12,653,136

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 10,752,132 11,736,017 11,854,283 11,637,400 11,370,309 11,047,739 10,719,100

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 92,420 80,320 68,220 56,120

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 営 診 療 所 ）

55,442 45,451 34,991 24,036 15,363

特 別 会 計 計 37,479,787 40,697,924 41,101,726 40,334,842 39,132,384 37,920,005 36,533,293

水 道 事 業 会 計 12,970,139 15,521,122 16,493,503 17,574,379 17,726,139 17,631,452 17,161,687

ガ ス 事 業 会 計 1,393,892 1,391,096

公 営 企 業 会 計 計 14,364,031 16,912,218 16,493,503 17,574,379 17,726,139 17,631,452 17,161,687

合 計 103,365,141 113,602,636 113,062,942 111,764,245 108,473,873 103,497,015 97,883,151

平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 平成24 年度 平成25 年度 平成26 年度 平成27 年度

末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高 末 現 在 高
末 現 在 高
見 込 額

末 現 在 高
見 込 額

一 般 会 計 40,511,283 38,085,403 33,894,620 30,211,347 26,689,500 25,092,771 22,707,580

一 般 会 計 計 40,511,283 38,085,403 33,894,620 30,211,347 26,689,500 25,092,771 22,707,580

住 宅 資 金 特 別 会 計 36,926 31,627 26,060 20,601 16,819 12,971 10,347

観 光 施 設 事 業 特 別 会 計 141,180

下 水 道 事 業 特 別 会 計
（ 公 共 下 水 道 ）

12,369,136 12,018,462 11,712,746 11,298,471 10,933,532 10,553,683 10,253,431

下 水 道 事 業 特 別 会 計
（ 特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 ）

12,214,322 11,801,320 11,421,507 11,027,202 10,634,403 10,238,199 9,831,673

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 10,365,677 10,014,694 9,655,064 9,291,633 8,968,820 8,577,501 8,222,744

特 別 会 計 計 35,127,241 33,866,103 32,815,377 31,637,907 30,553,574 29,382,354 28,318,195

水 道 事 業 会 計 16,535,821 16,171,191 15,710,916 15,212,966 14,642,881 14,039,567 13,368,942

公 営 企 業 会 計 計 16,535,821 16,171,191 15,710,916 15,212,966 14,642,881 14,039,567 13,368,942

合 計 92,174,345 88,122,697 82,420,913 77,062,220 71,885,955 68,514,692 64,394,717

５．主な財政指標

６．会計別地方債残高

経常収支比率
公債費比率
起債制限比率（３ヵ年平均）
実質公債比率（３ヵ年平均）

会計区分

会計区分

経常収支比率
公債費比率
起債制限比率（３ヵ年平均）
実質公債比率（３ヵ年平均）
将来負担比率
財政力指数
標準財政規模等

将来負担比率
財政力指数
標準財政規模等
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７．基金残高
（単位：千円）

財政調整基金

減債基金

その他特目基金

公共施設整備基金

丹波篠山ふるさと基金

地域振興基金

観光まちづくり基金

　　　一般会計　合　計

８．会計別当初予算額一覧
（単位：千円、％）

下水道事業特別会計

下水道事業特別会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

介護保険特別会計

残　　高

364,316

1,681,050

8,707,534

3,593,166

特別会計　　　計

残　　高
残 高

当　　初 積立額 取崩額 残　　高

会　　　計　　　名 増減額

52,856 62,052 52,660 52,660 9,105

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

(3月補正後)

3,957,847

残　　高

△ 1.0

△ 1.0

△ 23.5

6.9

1.7

88,109

224,230

42,740

2,236,981

61,765

5,362,325

85,659 568,660

0

2,434,715 2,369,963 2,283,762 2,283,762

50,369 10,179 17,808

介護サービス事業勘定

事業勘定

直営診療所勘定

特定環境保全公共下水道

公共下水道

7,047,248 7,047,248 86,7378,731,980

介護保険特別会計

4,279

12.3

△ 0.5

1.0

1.8

1.8

54.3

7.2

17.6

△ 5.1

4.3

0.0

11.8

13,388,876

1,444,149

8,486,618

4,446,218 4,403,048 4,076,167 4,076,167

993,713

807,237

4,801

5,587,424

5,359,796

21,344,000

21,344,000

5,118

2,437,862

平成２６年度

当初予算額

170,217

59,592

2,472,031

44,025

40,413

介護保険事業勘定

37,311,944

1,771,660

△ 161,593

△ 212,000

△ 212,000

△ 1,570

163,440

228,659

578,689

3,891,049

3,888,275

2,774

12,529,207

1,227,781

1,046,641

773,793

4,801

4,999,765

1,636

△ 5.2

△ 5.0

1.3

前年度対比

△ 159,957

487,712

4,373,787 4,025,403 3,997,507 2,882,991 2,882,991 1,059

△ 1,031

5,619

71,077

69,572

1,505

859,669

216,368

△ 52,928

33,444

0

587,659

588,690

95,547

3,131,190水道事業会計

3,226,737企業会計　   　計

基　　　金　　　名
平成27年度

う
ち
主
な
基
金

平成２７年度

当初予算額

1,203,000

235,915 86,063 88,090 88,090 19 0

747,212 800,124 610,759 610,759 23,935 410,464

4,137 50,918

44,657 50,369

3,993,877

合　　　　　　　　計

21,556,000

21,556,000

6,688

2,274,422

農業集落排水事業特別会計

公営駐車場事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

一般会計

一般会計　　　計

住宅資金特別会計

下水道事業特別会計

97,183

2,969,597

3,066,780

37,799,656

227,628

584,308

3,962,126

4,771,106

農業共済事業会計

-29-



1. 引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）収入見込額 283,528 千円

2. 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 2,023,970 千円
　　　　（実際に引上げ分の地方消費税交付金を充てた経費）

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金
（社会保障
財源化分）

その他の
一般財源

こども医療費
助成事業

44,872 7,902 0 0 6,651 30,319

乳幼児医療費
助成事業

101,730 32,716 0 1 12,415 56,598

私立認定こども
園運営事業

201,852 144,990 0 0 10,229 46,633

国民健康保険特
別会計（事業勘
定）繰出金

281,907 122,897 0 0 28,604 130,406

介護保険特別会
計繰出金

581,653 0 0 0 104,633 477,020

地域生活支援事
業

86,751 25,335 0 0 11,048 50,368

後期高齢者医療
費給付等事業

725,205 110,189 0 3,818 109,948 501,250

2,023,970 444,029 0 3,819 283,528 1,292,594合　　　計

９．引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が
　　　充てられる社会保障４経費　その他社会保障施策に要する経費

項　　　　　目 予算額

特定財源 一般財源

児童
福祉費

社会福祉
費

社会保険
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１０．総合計画の施策体系による具体的予算措置

□保健衛生総務費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４２，８８６千円

□地域医療対策事業費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１８０，２１２千円

□休日診療所事業・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１５，５５２千円

□看護師等修学資金貸与事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－　９，６６３千円

□予防費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１８，２１８千円

□健康増進事業費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５１，８４２千円

□健康福祉センター管理費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，７２３千円

□食育推進事業費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，２００千円

□民生児童委員活動費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，１９６千円

□社会福祉協議会助成費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　６５，６８７千円

□地域福祉推進事業費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９８３千円

□福祉事務所等管理費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，００７千円

□長寿福祉一般事務費・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，１８６千円

□敬老事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，３２８千円

□老人クラブ助成事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２，８７９千円

□人生８０年いきいき住宅助成事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－　６，７５６千円

□老人保護措置事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４８，９９９千円

□高年齢者就業機会確保事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－　１３，３６０千円

□在宅高齢者支援事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１７，４１０千円

□西紀老人福祉センター管理費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－　４，８４１千円

□保健センター管理費・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，４３７千円

□災害時要援護事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７２４千円

□安心生活基盤構築事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，０２６千円

□生活困窮者自立相談支援事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－　６，６３８千円

□住宅確保給付金事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５０４千円

□全国車いすマラソン大会推進事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－　５５３千円

□障害者福祉一般事務費・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１８，９２２千円

□障害者福祉事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，４３６千円

□小児慢性特定疾患児日常生活用具給付等事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－　１５４千円

□特別障害者手当等支給事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－　２２，７４７千円

□地域生活支援事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８６，７５１千円

□障害者総合支援法給付事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－　７４５，４３７千円

□グループホーム等利用者家賃負担軽減事業・地域福祉課　－－－－－－－－－　３，０００千円

□精神保健福祉事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，５９５千円

□ユニバーサルモデル施設等改修費補助事業・地域福祉課　－－－－－－－－－　１，５００千円

□在宅重症心身障害児（者）訪問看護支援事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－　５９０千円

□行旅病人取扱事務費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２０１千円

□老人医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９，１３４千円

□重度心身障害者医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－　６３，０８５千円

□高齢重度心身障害者特別医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－　４２，９０３千円

□重度精神障害者医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－　９，５０４千円

□高齢重度精神障害者特別医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－　１，９８８千円

□国民年金事務費・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２４１千円

□介護保険特別対策費・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０３千円

□後期高齢者医療費給付等事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－　７２５，２０５千円

□住宅手当緊急特別措置事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２１０千円

□乳幼児医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－－　１０１，７３０千円

１ 安心して暮らし続けられるまち 
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□母子家庭等医療費給付事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－　１１，６８０千円

□母子家庭等医療費給付事業（市単独事業）・医療保険課　－－－－－－－－－　１，６１８千円

□生活保護費一般・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，１８２千円

□セーフティネット支援対策等事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－　２，５８２千円

□生活保護措置事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３７８，５３９千円

□中国残留邦人等支援給付事業・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－　３，９４２千円

□こども医療費助成事業・医療保険課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　４４，８７２千円

□被災者生活再建支援費・地域福祉課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１千円

□男女共同参画費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７４０千円

□男女共同参画センター費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２６７千円

□遺族関係費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９２３千円

□人権対策管理費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２３，８３５千円

□人権政策啓発事業・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８，１３５千円

□平和活動推進事業・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５１３千円

□丹南児童館運営費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，２４３千円

□多文化共生事業・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４８０千円

□あいさつ運動啓発費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５２５千円

□ふれあい館運営費・人権推進課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２６，９４７千円

□社会教育総務費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，１３７千円

□視聴覚ライブラリー事業・総務課視聴覚ライブラリー　－－－－－－－－－－　２，１５５千円

□全国ビデオコンクール事業・総務課視聴覚ライブラリー　－－－－－－－－－　１，２９８千円

□中央公民館管理費・公民館中央公民館　－－－－－－－－－－－－－－－－　５８，７７９千円

□城東分館管理費・公民館城東公民館　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，０１３千円

□高齢者大学運営事業・公民館中央公民館　－－－－－－－－－－－－－－－－　７，３０９千円

□中央公民館事業費・公民館中央公民館　－－－－－－－－－－－－－－－－　２４，１９０千円

□図書館管理運営費・中央図書館　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６３，７２２千円

□保健体育総務費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９，３７５千円

□篠山総合スポーツセンター管理費・スポーツセンター　－－－－－－－－－　３２，２２７千円

□西紀運動公園管理費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－　２１，０２４千円

□体育館管理費・公民館中央公民館　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１５，２４１千円

□グラウンド・テニスコート管理費・公民館中央公民館　－－－－－－－－－－　７，４６５千円

□海洋センター運営管理費・公民館城東公民館　－－－－－－－－－－－－－－　３，９９３千円

□住宅資金特別会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，１１８千円

□国民健康保険特別会計（事業勘定）　－－－－－－－－－－－－－－　５，３５９，７９６千円

□国民健康保険特別会計（直診勘定）　－－－－－－－－－－－－－－－－　２２７，６２８千円

□後期高齢者医療特別会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５８４，３０８千円

□介護保険特別会計（介護保険事業勘定）　－－－－－－－－－－－－　３，９５７，８４７千円

□介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）　－－－－－－－－－－－－－－　４，２７９千円

□防災行政無線費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，０００千円

□災害救助費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５千円

□常備消防費・消防本部管理課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５３，１９５千円

□非常備消防費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０４，２２４千円

□非常備消防施設管理整備費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－　２２，４４８千円

□防災基盤整備事業・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３８，５６３千円

□防災訓練費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３９２千円

□防災事務費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，９０７千円

□西紀防災行政無線事業・市民課西紀支所　－－－－－－－－－－－－－－－－　２，４６３千円

□東日本大震災復旧復興支援事業・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－　４，７０５千円

□交通安全対策費・市民安全課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２６，０３８千円

□犯罪被害者支援費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３０６千円

２ 安全で暮らしの環境が整ったまち 
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□防犯対策費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，９９０千円

□消費者行政推進費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，６５０千円

□小型合併処理浄化槽整備事業・経営企画課　－－－－－－－－－－－－－－－　３，８９６千円

□し尿処理費・経営企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４９，７３２千円

□コミュニティプラント管理費・経営企画課　－－－－－－－－－－－－－－　４５，４７８千円

□市営駐車場管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２８，６９１千円

□公園施設管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２，５００千円

□土木総務費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８，３７９千円

□道路維持管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７１，５１０千円

□国庫補助道路整備事業・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－　１２６，８２５千円

□橋りょう維持管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，６９０千円

□河川総務費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１８，２０８千円

□みくまりダム管理事業・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，５６９千円

□河川維持修繕事業・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８，３２３千円

□都市施設管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，００１千円

□都市公園管理費・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，７８５千円

□市営住宅管理費・地域計画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８４，７７１千円

□住宅一般事務費・地域計画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，２２６千円

□西紀ダム管理事業・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，２８８千円

□公共交通対策事業・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４６，９５８千円

□交通対策費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，２２０千円

□下水道事業特別会計（公共下水道）　－－－－－－－－－－－－－－　１，４４４，１４９千円

□下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道）　－－－－－－－－－－　９９３，７１３千円

□農業集落排水事業特別会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８０７，２３７千円

□公営駐車場事業特別会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，８０１千円

□水道事業会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，９６９，５９７千円

□児童福祉一般事務費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，２２８千円

□児童扶養手当支給事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－　１２７，９８０千円

□次世代育成支援対策事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２８９千円

□ファミリーサポートセンター事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－　９１９千円

□子育てふれあいセンター費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－　１８，８２１千円

□児童福祉総務管理費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３４９千円

□母子生活支援施設委託事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－　４，８０９千円

□母子自立支援教育訓練給付事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－　２００千円

□高等職業訓練促進給付金等事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－　２，０４６千円

□母子保健事業費・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１３，３５１千円

□妊婦健康診査費補助事業・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３２，０１８千円

□児童手当支給事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６２４，７９１千円

□要保護児童対策事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，１３２千円

□未熟児養育事業・健康課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，２４３千円

□いじめ防止等対策事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３５６千円

□子育て世帯臨時特例給付金事業・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－　１９，０５９千円

□家庭児童相談室設置費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，２９４千円

□管外保育運営事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，２５８千円

□放課後児童対策事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－　１１４，１６７千円

□幼児教育推進事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３７，５２５千円

□幼稚園預かり保育事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－　４８，６１８千円

□幼稚園管理費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３６，７７３千円

□公立保育所費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１７，２５９千円

□たかしろ保育園費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，０２１千円

３ 心豊かな人を育む子育てしやすいまち 
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□城東保育園費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２，０８９千円

□にしき保育園費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０，６８７千円

□今田保育園費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８，９４２千円

□幼保一体化推進事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４００千円

□味間認定こども園整備事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－　６４７，８６７千円

□味間認定こども園費・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　７５，６０４千円

□私立認定こども園運営事業・こども未来課　－－－－－－－－－－－－－　２０１，８５２千円

□学校教育充実事業・学校教育課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２９，３０５千円

□体験教育推進事業・学校教育課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２４，７７２千円

□教育統計調査費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３８千円

□教育委員会費・教育総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，１５６千円

□事務局費・教育総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，２６１千円

□学校教育総務費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３６，８８２千円

□スクールバス管理事業・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１６０，５０９千円

□学校施設維持管理費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４９，５８５千円

□学習環境支援事業・学校教育課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２０，２６４千円

□小学校管理費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１７７，９２５千円

□小学校教育振興費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６０，９３４千円

□中学校管理費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８９，６０６千円

□中学校教育振興費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６０，４１６千円

□特別支援学校管理費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２０，７２１千円

□特別支援学校教育振興費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，８８５千円

□青少年育成一般費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，２７３千円

□ひょうご放課後プラン（子ども教室型）事業・社会教育文化財課　－－－－－－－　８７７千円

□篠山東部学校給食センター管理費・東部学校給食センター　－－－－－－－　９８，２５３千円

□篠山西部学校給食センター管理費・西部学校給食センター　－－－－－－－　９７，７６２千円

□篠山西部学校給食調理費・西部学校給食センター　－－－－－－－－－－－　９３，４１２千円

□篠山東部学校給食調理費・東部学校給食センター　－－－－－－－－－－－　９７，６１８千円

□奨学金貸付事業・教育総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，９７７千円

□学校地域連携事業・学校教育課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８，５４４千円

□学校給食総務費・学事課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，５３０千円

□環境衛生費・市民衛生課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２，３６６千円

□斎場運営管理費・市民衛生課市営斎場　－－－－－－－－－－－－－－－－　７６，０２６千円

□一般公害対策費・市民衛生課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，４０７千円

□篠山城跡公園堀浄化事業・地域整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９０千円

□環境政策総務費・農都環境課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，４２９千円

□林業一般管理事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，４４４千円

□森林整備地域活動支援事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－　６，４２２千円

□森林管理１００％作戦事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－　２１，８４４千円

□緊急防災林整備事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７２，８８４千円

□混交林整備事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３０，７５８千円

□森林病虫害等対策事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，５７３千円

□森林里山利活用事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，００１千円

□里山ふれあい事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４３３千円

□多面的機能発揮対策事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，０００千円

□森の学校復活大作戦事業・農都環境課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，８７８千円

□清掃一般事務費・市民衛生課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，１４６千円

□塵芥処理費・市民衛生課清掃センタ　－－－－－－－－－－－－－－－－　４５１，８８０千円

□塵芥収集費・市民衛生課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２９，４７５千円

□廃棄物処理費・市民衛生課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，６６１千円

４ 田園景観や伝統行事の継承と新たな文化を育むまち 
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□新エネルギー・省エネルギー事業費・農都環境課　－－－－－－－－－－－　９５，１２８千円

□景観形成事業・地域計画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，５７４千円

□地域開発費・地域計画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，４８１千円

□都市計画事務費・地域計画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，０９９千円

□放置空き家対策事業・農都環境課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６４９千円

□ふるさと篠山に住もう帰ろう運動推進事業・企画課　－－－－－－－－－－－　９，６６０千円

□特定用地管理事務・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９０３千円

□文化財保護管理費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，２９０千円

□史跡篠山城跡保存修理事業・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－　１，９６７千円

□指定文化財修理防災事業・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－　３，４３０千円

□町並整備事業・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７０，７８４千円

□地域文化費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，５００千円

□文化施設管理費・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　４７，０２７千円

□脊椎動物化石保護・活用事業・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－　５，０６２千円

□創造都市ネットワーク推進事業・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－　８，３６３千円

□チルドレンズミュージアム管理費・企画課　－－－－－－－－－－－－－－　１７，３９２千円

□篠山市展・社会教育文化財課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，１８３千円

□交響ホール管理費・たんば田園交響ホール　－－－－－－－－－－－－－－　３１，１６６千円

□交響ホール市主催事業費・たんば田園交響ホール　－－－－－－－－－－－　１７，２８１千円

□さぎそうホール管理費・たんば田園交響ホール　－－－－－－－－－－－－－　１，３１０千円

□農業委員関係費・農業委員会事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１３，２７９千円

□農業委員会事務局費・農業委員会事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－　１，５８１千円

□農業者年金事務費・農業委員会事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５４千円

□農業振興地域整備促進事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３２３千円

□中山間地域直接支払制度事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－　２１，５６０千円

□鳥獣被害対策事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６３，６０８千円

□農地一般管理事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１６，８２８千円

□県営土地改良事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１６，７６０千円

□鳥獣被害防護事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０７，２３０千円

□ため池等整備事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７６，７００千円

□多面的機能支払交付金事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－　２８０，９０９千円

□土地改良施設維持管理適正化事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－　１７，２６４千円

□市単独土地改良事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，９００千円

□環境創造型農業推進事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，４０１千円

□農業農村整備事業・農都整備課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，３３０千円

□農都創造推進事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３６９千円

□新規就農者支援事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，９００千円

□農地保全推進事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９，１１６千円

□担い手支援事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０，１３２千円

□集落営農推進事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，０１９千円

□特産物振興事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１１，５５３千円

□特産物普及ＰＲ事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，９１２千円

□畜産振興事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，３４５千円

□農業一般管理事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４９，０１８千円

□生産調整対策事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１４，８６０千円

□農業農村施設管理事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　２６，１９７千円

□山村振興事業・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５４６千円

□農林業センサス費・農都政策課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４７千円

□地域おこし協力隊事業・農都環境課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　１２，７５６千円

□工業統計調査費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２０千円

５ 活力ある産業を興し､まちの資産を生かすまち 
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□労働諸費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，５５７千円

□企業誘致促進費・企業振興課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１８，６９３千円

□経済センサス費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２０千円

□商工総務費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７８１千円

□商工振興施設管理費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５０，１８９千円

□商工振興費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３５，４１５千円

□商業統計調査費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０千円

□観光まちづくり推進事業・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８８２千円

□観光宣伝事業・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１６，７７２千円

□観光総務費・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，０６３千円

□観光客おもてなし事業・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　３２，８４８千円

□観光施設整備事業・商工観光課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１３，７５２千円

□農業共済事業会計　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９７，１８３千円

□行政改革推進事務費・行政経営課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１６８千円

□文書広報費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０，７３３千円

□ふるさと一番会議事業・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４８千円

□財政管理費・行政経営課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，２５０千円

□企画一般事務費・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９，１７５千円

□篠山再生計画事業・行政経営課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２１０千円

□地域情報化事業・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１５，１３９千円

□行政相談費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１０７千円

□一般管理費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２４，４１６千円

□職員研修費・職員課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，１８６千円

□職員厚生事務費・職員課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，４０１千円

□人事給与事務費・職員課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，５３１千円

□事業監理事務費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，２６６千円

□営繕管理事務費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６８６千円

□秘書費・秘書課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，９２４千円

□会計管理費・会計課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，６３３千円

□財産管理費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１４，３００千円

□庁舎管理費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４２，００６千円

□公用車管理費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２３，００９千円

□政策課題研究事業・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２００千円

□電子計算費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９０，１６６千円

□城東支所費・市民課城東支所　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３８９千円

□多紀支所費・市民課多紀支所　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，５３０千円

□西紀支所費・市民課西紀支所　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　９，９１５千円

□丹南支所費・市民課丹南支所　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，２６６千円

□今田支所費・市民課今田支所　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４，５７２千円

□しゃくなげ会館管理費・市民課西紀支所　－－－－－－－－－－－－－－－－　２，０２８千円

□高齢者コミュニティセンター管理費・市民課西紀支所　－－－－－－－－－－－－　６５９千円

□公平委員会費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　８３８千円

□市民相談費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　４１２千円

□諸費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，８８７千円

□市税還付金・課税課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１３，２１４千円

□税務総務費・課税課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，５０５千円

□固定資産評価審査委員会費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－　４９６千円

□賦課徴収費・課税課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５０，１７４千円

□戸籍住民基本台帳費・市民課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１８，４８８千円

□選挙管理委員会費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６７６千円
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□市議会議員選挙費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－　５，４２５千円

□統計調査総務費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５２千円

□統計調査員確保対策事業・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　３４千円

□監査委員費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，１２８千円

□篠山市有線放送共同施設協会補助金事業・市民課多紀支所　－－－－－－－－－－　９００千円

□地域環境対策費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，０００千円

□国勢調査費・総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１７，３４３千円

□県議会議員選挙費・監査委員等事務局　－－－－－－－－－－－－－－－－　２０，３９３千円

□今田まちづくりセンター管理費・市民課今田支所　－－－－－－－－－－－－　３，３３５千円

□功労者表彰費・秘書課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６４４千円

□自治会関係費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　５０，０５２千円

□公民館改修助成事業・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，１１２千円

□コミュニティセンター管理費・管財契約課　－－－－－－－－－－－－－－　１２，０５５千円

□まちづくり活動推進費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　５０，５８２千円

□市民活動推進費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　６，９３５千円

□官学地域連携事業・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　７，２５５千円

□丹波篠山ふるさと応援団事業・企画課　－－－－－－－－－－－－－－－－－　３，５１７千円

□国内交流推進事業費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，０９９千円

□社会福祉一般事務費・福祉総務課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　１，８８７千円

□国際交流推進事業費・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－　２，２２８千円

□酒井貞子人材育成基金事業・市民協働課　－－－－－－－－－－－－－－－－　１，０６７千円
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